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２Ｈ０６ 
   日本企業のアジア諸国への特許出願状況 （外国企業と比較して） 

 

○正井純子 （フジクラ） 

 

 

 
１．はじめに 

日本企業は、事業の国際化に伴い、外国特許出願
の割合が増加している。これらは欧米、特に米国への出
願が積極的に行われ、米国出願件数のトップ１０に列挙
されてきた。２０００年以降は、中国の経済発展に伴い、
同国への特許出願が急増した。そしてこの数年は、東
南アジア諸国への関心が高まりを見せている。 

日本は、中国や東南のアジア諸国との経済的な結び
付きが強く、二十年以上前から現地へ進出し、製品の
製造や販売を行ってきた。しかし特許出願自体は、あま
り積極的には行われてこなかった。これについて、日本
企業が韓国企業と比べると新興国への特許出願が手
薄、との報告もされている。(1)  

そこで、日本企業のBricsやAsean諸国等への出願
状況を、外国企業と比較しながら、確認をする。 
 
２．検討方法 
 検索対象の日本、韓国及び欧米企業を、各産業分野
別に選択した（表１）。 
 そして、各国での出願件数をカウントし、国別、ＢＲＩＣ
Ｓ、Ａｓｅａｎでの出願割合を、算出した。 
  
（１） 出願件数の検索方法： 
 （１－１）：日本、米国、欧州、中国、インド、韓国、ブラ
ジル、ロシアは、各国公報種別で出願件数をカウントし
た。 
 （１－２）：シンガポール、タイ、インドネシア、マレーシ
ア、フィリピン、ベトナム及び南アフリカは、第１国出願に

対する「ファミリー展開国」の検索項目でのヒット件数を
カウントした（優先権出願数に相当する。） 
 （検索年：2002 年､2005 年､2008 年及び 2010 年出願） 
  （１－３）：出願割合の算出方法 
 ・各企業の各国出願件数の第１国出願件数に対する
割合を出した。（％表示） 
 ・Ｂｒｉｃｓは、中国、インド、ブラジル、ロシア及び南アフ
リカの出願件数を合計した。 
 ・Ａｓｅａｎは、シンガポール、タイ、インドネシア、マレー
シア、フィリピン及びベトナムの出願件数を合計した。 
 （データベース： Ｓｈａｒｅｒｅｓｅａｒｃｈ） 
 （検索日：2013 年８月） 
 
             【表１】 
 

     
３．結果 
 
（１）自動車 
 ト ヨ タ 自 動 車 、 日 産 自 動 車 、 現 代 自 動 車 及 び
DIMLER を比較する。 
 ４社は、第１国の出願件数は多い。しかしＢｒｉｃｓでは、
各社の傾向が異なっている。例えば、トヨタ自動車と日
産自動車は、2010 年で２０％付近を示している。また、
現代自動車では１０％程度である。DIMLER が１０％に
達しないない。 
 更にＡｓｅａｎでは、４社共にほとんど出願が行われてい

ない。（日産自動車が２０１０年にタイ（４３件）｡） 
 この理由は、Asean では、意匠権が権利行使上、有
効であること、そして、特許権による権利行使の環境が
まだ不十分な点もあり、出願権利化の要請には至って
いないかもしれない。 
  
（第１国出願件数(2010 年出願)：トヨタ自動車（JP6387
件、日産自動車(JP920 件)、現代自動車(KR２９１７件)、
DIMLER (DE1979 件)）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

分野 日本企業 韓国企業 欧米企業
１ 自動車 トヨタ自動車、 

日産自動車 
現代自動車 DAIMLER 

２ 二輪車 本田技研
ヤマハ発動機 

   －    －

３ 電機 Panasonic Samsung    －
４ 電子 富士通    － ＩＢＭ
５ 精密 Canon,

Epson 
   －    －

６ 化学 住友化学 LG 化学 Bayer
BASF 

７ 製鉄 新日鉄住金 PASCO 
８ タイヤ ブリヂストン    － Michelin
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（２）二輪車 
 
 本田技研とヤマハ発動機を比較する。（外国企業は比
較可能な企業が見当たらなかった為、取り上げなかっ
た。） 
 両社は、ＢｒｉｃｓとＡｓｅａｎの出願割合は、一定の水準に
ある。本田技研では、Bricsで2002年時点で18％の値
であり、2010 年では 24％の値に達している。Aseaｎは、
2002 年から 2010 年までほぼ２0％の値を維持してい
る。 
 ヤマハ発動機は、Brics で 2002 年～2010 年の間は
ほぼ５０%の値を超えている。また Asean では、2002 年
で１０％だった値が、2010 年には、４０％近くまで増加し
ている。 
また、本田技研以上に高い割合で外国出願を行ってい

る。例えば、2010 年の外国出願の合計件数が、日本出
願件数を超えている。（日本 110 件、外国(US､EP､
Berics、Asean)238 件）。 
 
 以上両社は、2002 年当時も Brics と Asean 共に積極
的に、出願が行われていた。 
 これら外国出願に積極的な理由は、二輪車が、自動
車等に比べ模倣品が多く出回っていた。これらに対抗
する為に、積極的な権利化を行い、対抗措置を図って
いるようである。(2) 
 （第１国出願件数(2010 年出願)：本田技研（JP3380
件、ヤマハ発動機(ＪＰ11１件) ） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）電機 
 
 ＰａｎａｓｏｎｉｃとＳａｍｓｕｎｇを比較する。 
  Panasonic は、Brics で 2005 年以降２０％以上であ
り、積極的に出願している。Asean は、１％未満でであ
るが、2010 年は、２％と少し増加している。また、韓国へ
５～10％の出願がある。これは Samsung 対策かもしれ
ない。 
 
 次に Samsung は、Brics では 2005 年以降 20％～
30％の割合で行われている。内訳は、中国が９割でイ
ンドが一割である。また、Asean には、１％に満たない
状態が続いている。一方米国は、2008 年以降は 70％
程度行われおり、自国出願に近い相当高い割合で出
願が行われている。 

 
 以上両社は、Brics に自国出願の２０～３０％前後の
出願が維持されている（これは、テレビ等家電関係が一
定割合ある為かもしれない。）。また米国出願は、
Samsunｇが圧倒的に高い。携帯電話の市場の大きさ
から言えば、この割合は必要なのかもしれない。 
 
 このように、米国と Brics へは出願に力を入れている
のに対して、Asean への出願が低調で意外な結果であ
った。今後、Asean が市場として成長し、高機能製品が
出回る時期には、出願が増加するものと考えられる。 
 
 （ 第 １ 国 出 願 件 数 (2010 年 出 願 ) ： Panasonic
（JP10131 件）、Samsung (KR6913 件) ） 
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（４）電子 
  富士通とＩＢＭとを、比較する。 
 まず富士通は、Ｂｒｉｃｓの出願割合は２０％前後で推移
している。Asean は、ほぼゼロの状態である。 
これに対して、米国へは、2010 年時点で 80％を超え、
高い値を示している。 
 
 一方ＩＢＭは、Briics 及びＡｓｅａｎ共に、出願実績が非
常に低い。2010 年に中国と韓国で若干出願が増えて
いるが、ほぼ米国とＥＰ出願が、大半を占めている。 
 

 以上両社の結果から、電子の分野は、ほぼ米国中心
の分野に出願に行われている。これに対して Brics や
Asean は、製品製造に関わる発明が多い為か、出願対
象国として、まだ認識されていないのかもしれない。 
 今後、両地域で経済成長が進んだ状況になれば、出
願が増加していくものと思われる。 
 
（第１国出願件数(2010 年出願)：富士通（JP2562 件）、
IBM（US9156 件) ） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）精密機器 
 ＣａｎｏｎとＥｐｓｏｎとを比較する。（外国で同等な企業が
見当たらなかった為、取り上げなかった。） 
 
  Ｃａｎｏｎは、Brics で 2005 年以降 16～18％の値で
ある。内訳は、中国が 95％以上でインドは 0 に近い。
Asean は、１％未満の値である。更に米国への出願は、
2008 年 44％、2010 年 57％の値で、自国の半数を出
願していることになる。 
 
 次にＥｐｓｏｎは、Brics で 2005 年以降１０％の値である。
内訳は、中国が９５％以上でインドはゼロに近い。
Asean では、１％未満の値である。更に米国へは、
2008 年２５％、2010 年２７％の値で、自国出願の１／４

を出願している。 
 
 以上両社は、若干の割合は異なるものの同じ傾向を
持つ。まず、米国出願が外国出願の大半を占めている。
次に Brics では、ほぼ中国出願を占める。そして、Ａｓｅａ
ｎ出願は１％未満の状況である。 
 しかし今後、地元競合メーカの台頭が進むと出願の増
加が有り得るかもしれない。 
 
 （第１国出願件数(2010 年出願)：Canon（JP6477 件）、
Epson(JP5668 件) ） 
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（６）化学分野 
 
 住友化学、LG 化学、Bayer 及び BASF を比較する。 
 
 まず住友化学は、Ｂｒｉｃｓ，Ａｓｅａｎへの出願に積極的で
ある。Ｂｒｉｃｓでは、200８年、2010 年では４０％の値を超
えている。また、Ａｓｅａｎも 2008 年以降１０％に近い値を
示している。 
 
 次にＢａｙｅｒ，ＢＡＳＦは、Ｂｒｉｃｓで、2008 年と 2010 年
で１４０~１６０％と非常に高い値を示している。2002 年
でも１００％付近の値を示している。  
 特に、インド出願が積極的に行われている。Bayer で
は２００５年頃に４０％、BASF も２０％の値が示されてい
る。これらから両社は、２００２年には中国への出願が、
欧米日本と並ぶ基本的な外国出願国であったと考えら
れる。そして、インドも２００５年には同様であったと考え
られる。 
 

 更にＡｓｅａｎでも、同様の動きが示されている。Ｂａｙｅｒ
は、２０１０年に６０％の値を示しており、相当な出願を行
っていることが明らかである。 
 
 これらに対してＬＧ化学は、Ｂｒｉｃｓには４０~６０％の値
を示し、積極的に出願を行っている。一方Ａｓｅａｎでは、
出願はゼロの状態にある。Bayer 等の欧州企業と比較
して、大きな異なる。 
 これは、ＬＧ化学は電子部品関係の化成品が多く、製
品サイクルが早い。Asean で権利化しても費用対効果
で、出願の必要性が少ないのかもしれない。 
 それに対してＢａyer やＢＡＳＦは、農薬分野が有り、
Asean での権利化が必要とも考えられる。 
  
（第１国出願件数(2010 年出願)：住友化学(ＪＰ1428 件)、
Bayer(ＥＰ575 件)、BASF（EP884 件）、LG 化学
(KR708 件) 
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（７）製鉄 
 
  新日鉄住金と PASOCO を比較する。世界粗鋼生産
の２，５位で、日韓を代表するメーカでる。 
 まず新日鉄住金は、2008 年頃からＢｒｉｃｓ、ＥＰ、韓国
に積極的に出願が行われている。特にＢｒｉｃｓには 2010
年で４０％に達しており、その集中度が高い。次にＡｓｅａ
ｎは、５％前後ではあるが、徐々に増加している。 
 一方 POSCO は、外国出願自体が低調である。Ｂｒｉｃｓ
で、２００５年と２００８年で、１０％程度である。Ａｓｅａｎは、
ほぼゼロである。まだ、自国出願が中心の段階と考えら
れる。（1980 年頃の日本が、外国出願が少なかった時
期に似ているのかもしれない。） 
  以上両社の出願傾向は、特に新日鉄住金で、製鉄

分野の主要メーカの所在地（中国、インド、ＥＰ）と、消費
地の中国に集中している。 
 競合メーカでは、アルセロール・ミッタル、宝鋼集団等
上位の中国企業や、インド・タタグループが存在し、これ
らが主要出願国になる。 
 尚、米国出願が、新日鉄住金でも５％前後に留まって
いる。これは、他の産業と比較して、珍しい傾向と思わ
れる。 
 
（第１国出願件数(2010 年出願)：新日鉄住金（JP803
件）、POSCO (KR1437 件) ） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（８）タイヤ 
 
  ブリヂストンと Micheｌin とを比較する。この２社は、タ
イヤ業界大手４社の２社であり、寡占が進んでいる業界
である。 
 まずブリヂストンは、Ｂｒｉｃｓとアジアの出願割合は１０％
前後であまり高い割合ではない。Asean は５％以下に
留まっている。 
 一方 Micheｌin は、Briics では 2002 年時点で１００％
を超え、２００５年では１４０％を超えて非常に高い。これ
は、中国の件数が高いことが影響している。中国出願は
2008 年と 2010 年では、８０％を超えており、第１国出願
(EP)と同数に近い値である。また、インドへの出願も積
極的で 02010 年には３０％に達している。尚、米国や日
本も８０％の値を示している。 
 次に Aseaｎは、2002 年と２００５年は１３～２３％の値
で一定の水準であったが、2008 年以降あまり出願は見

られない。 
 以上から出願割合では、Micheｌin は、ブリヂストンに
対して圧倒的に外国出願に積極的である。つまり出願
は、第１国出願と主要国とは、ほぼ併行して行うスタイル
をとっているもの、と考えられる。 
 
 尚、出願割合から見るとブリヂストンは、Micheｌin に
対して外国出願には積極的とは見えない。しかしながら、
ブリヂストンは、国内出願件数が一桁違うほどの圧倒的
に件数を有する。外国への出願割合が低くても、件数
から見るブリヂストンが Micheｌin を超える件数を持って
いる。 
（例えば、2010 年の JP1373 件に対して US279 件、
CN197 件である。 一方ミシュランは、同年 EP102 件、
US31 件、CN５５件である。） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新日鉄住金

0%

20%

40%

60%

80%

100%

JP US EP CN IN KR BRIC Asean

2002

2005

2008

2010

POSCO

0%

20%

40%

60%

80%

100%

JP US EP CN IN KR BRIC Asean

2002

2005

2008

2010

ブリヂストン

0%

20%

40%

60%

80%

100%

JP US EP CN IN KR BRIC Asean

2002

2005

2008

2010

Michelin

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

140%

JP US EP CN IN KR BRIC Asean

2002

2005

2008

2010



― 983―

 6

４．Asean での日本上位企業 
 タイとベトナムに出願の上位日本企業を列挙した。 
上位は、大手電機会社が名を連ねている、個別にみる
と、まず本田技研が、1995 と 2010 年の１又は２位のど
ちらかに入っている。これは上記で述べたように Asean
で積極的な出願姿勢と重なる。次に、ユニ・チャームが
全てに入っている。紙おむつ事業を早くから進出とのと
の報道を裏付けている。また 2010 年には、新日鉄住金

が両国に名を連ねている。アジアでの鉄鋼事業に積極
的に行う現れかもしれない。 
 
 
 
 

 
 

【タイ 1995 年出願】 
      

 
 
【ベトナム 1995 年出願】 

      

 
 
５．まとめ 
 
（１） ８つの産業分野を概観した。アジア諸国のＢｒｉｃｓ

やＡｓｅａｎでの出願は、分野毎に異なる傾向を持つこ
とが確認された。たとえば、二輪車や化学では、２００
２年時点でＡｓｅａｎに出願を進めていたことが確認で
きた。一方精密機器や電子分野では、米国出願へ相
当偏りがあった。権利行使やライセンス交渉の関係で
米国特許以外は実益性少ないのかもしれない。従っ
て、米国以外で特許取得のメリットが少ない為、出願
が少ない、とも考えられる。 

 
（２）韓国企業は、Sansung が、他社とは段違いに外国

出願を積極的に行っていた。ただ Asean への出願割
合は、米国等と比べると微々たるものである。これは
権利行使での点で、実効性は低い為かもしれない
（Apple との訴訟合戦でも、Asean 諸国では、行われ
ていないようである。）。今後の Asean の経済成長に
伴い、Sansung の出願動向が、注目される。 

  
  一方他の韓国企業は、米国や中国へはある程度出

願は行っているが、Aseanへは、ほぼセロの状態であ
った。まだ、様々な国々へ出願する体制や体力が備
わっていない可能性もある。 

 
（３）日本企業と韓国企業との比較は、韓国企業がＳａｍ

ｓｕｎｇ以外は、米国や Brics へは出願実績がある程
度であった。これに対して日本企業は、国際化した
企業が多く、出願の傾向に多様性を持っていると思
われた。 

 
（４）欧州企業は、自国出願と外国出願との割合差が非

常に小さかった。つまり、自国出願（第１国出願）の
件数が少ないが、外国出願が多い傾向を持つ。 

    特に、インド出願や Asean への出願割合の高さ
は、日本や韓国企業と大きく異なる。 

    これは、欧州企業が１０年先の長期間を見据えた
上で、将来市場となり得る国を積極的に出願国とし
て選定している、と考えられる。 

 
（５）最後に、日本企業は、競合地や市場に合せた出願

パターンが展開しており、韓国企業よりも先行はし
ていると思われた。しかし、欧州企業と比較すると、
発達の余地がある。 

    今後、第１国の出願時点で出願すべき発明をし
っかりと絞り込む。そして、内外国を併行に見ながら、
長期的な視野に立った出願国を選定する欧州のス
タイルは、日本企業の出願方法の一つの指標とな
り得るものではないだろうか。今後の日本企業の動
向に注目したい。 
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順位 企業名 件数 
1 本田技研 13
2 花王 4
２ 三洋電機 4
4 ソニー 3
４ 日立製作所 3
４ 大塚製薬 3
４ 味の素 3
８ ダイキン工業 2
８ ユニ・チャーム 2

順位 企業名 件数 
1 ソニー 39
2 本田技研 2１
3 松下電器 17
４ 東芝 9
５ 花王 8
６ ユニ・チャーム 7
７ コクヨ 5
７ 青木固体研究所 5
７ 味の素 5

【ベトナム 2010 年出願】
順位 企業名 件数
1 パナソニック 109
2 本田技研 71
3 シャープ 31
4 資生堂 31
5 ユニ・チャーム 29
5 新日鉄住金 28
5 住友化学 24
8 キャノン 18
9 花王 18

【タイ 2010 年出願】
順位 企業名 件数
1 本田技研 177
2 花王 68
3 シャープ 60
4 パナソニック 58
5 三菱電機 57
5 ユニ・チャーム 46
5 新日鉄住金 44
8 日産自動車 43
9 帝人 32

（検索:日本出願に対する「ファミリー展開国」の
ヒット件数をカウントした。） 
（データベース Shareresearch） 




